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5-4　　行政改革の推進

●事務事業の内容

職員として必要な知識や教養が深まり、豊かで柔軟な思考力や創造力、行動力を身につけ、職場の活性化や行政の
円滑な運営が図られる。

厳しい社会経済情勢下での行政課題や複雑多岐にわたる住民ニーズなどに対し、的確かつ臨機応変に対応できる職
員を育成するため、積極的に情報の提供や学習の機会を与えることが求められている。

職員の資質の向上を図ると共に、意識改革を促し、行政が果たすべき役割を考え、行動できる職員の育成を目指
す。

目　的
（何のために）

事務事業実績

全職員（臨時職員を含む）

●事務事業の実績・投入コスト

職員の意向や施策との整合性等に鑑み、毎年、計画の見直しや事業の改善を図ってきた。
見直し改善の

経過

年度

全99回（種）の研修を、延べ723人が受講（職員数856人）
※普通救命講習（227人受講）を除く

政　策 5-4-1　市民サービスの向上

●事務事業の位置付け

期間

基本計画におけ
る位置付け

基本政策

根拠法令・要綱等 地方公務員法39条

関連
政策

整理番号 54105-010

人事課　人事研修スタッフ

人材育成事業（職員研修）事務事業名
所  管

手　段
（どのようなや

り方で）

事務事業の背
景・住民の意向

成　果
（どのような状
態にしたいか）

対　象
（誰・何を）

職員研修基本方針、実施計画に基づき、基本研修・職能研修・教養研修・各種研修機関や国内外の先進地への派遣
研修・自主研修に対する助成等を行う。

一次評価

平成16年度
全98回（種）の研修を、延べ659人が受講（職員数876人）

平成18年度

●評価指標

●事務事業の評価

★★★

平成17年度

継続

全101回（種）の研修を、延べ679人が受講（職員数868人）

改革により予
想される成果

職員の意欲とスキルの向上が図れ、組織の活性化、効率化とより良いサービスの提供へと繋がる。

平成19年度か
らの対応

平成18年度に策定した人材育成基本方針の中で研修改善案を方向性を示した。これに基づき平成19年度研修計画を
立案し、試行的に運用する。

平成20年度以
降の対応

平成19年度で試行した研修計画の検証を行い、より良い計画の立案、実施を行う。

継続

コメント

コメント

職員の資質向上と意識高揚のために、職員研修は継続して実施
していかなければならない。効果はすぐに表れるものではない
かもしれないが、長い目で見れば有効である。今後も、精査し
ながらより効率的に実施していきたいと考える。

職員の資質向上のため継続的研修の充実を図られたい。

今後の方向性

今後の方向性

継続

全職員に対する研修受講割合（％）
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研修受講者一人当り経費（千円）

0

10

20

30

40

50

H16 H17 H18 H19目標

投入コスト（千円）

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

16年度 17年度 18年度

直接経費（上段）

人件費(下段）


